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 「みらいのための経営革新」に向けた取組 

 

（１）はじめに 

 今後、少子高齢化による人口減少の進行など、日本の社会構造の著しい変化が想定され、従

来の行政運営手法では対応が難しくなることは明らかである。 

特に、本市においては、昭和４０年代に全国的にもまれに見る人口急増を経験したことから、今

後、急激な高齢化に伴う社会保障関係費等の増大や人口急増期に整備した公共施設の老朽化

対策など、様々な課題に直面することが想定され、他市と比較しても変革の必要性・重要性・緊急

性が高い状況にある。 

そのため、本市では、将来にわたり持続可能な行財政運営を進めるため、財政の健全性が保た

れている今のうちから市政運営の在り方を見直し、20 年後、30 年後の未来に向けたまちづくり

を進めるため、「みらい創生審議会」からの答申を踏まえ、平成２９年９月に「『高槻市みらいのた

めの経営革新』に向けた改革方針」を策定し、「みらい創生」の取組を推進してきた。 

令和４年９月に、改革方針の策定から５年が経過することから、これまでの間の「みらいのため

の経営革新」に向けた取組と成果について取りまとめた。 

 

 

（2）経営革新に向けた取組の経過 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

H29  H30  R2 R3  

●平成２８年（2016）１月  
高槻市は「みらいのための経営革新宣言 ～フューチャープログラムの実行～」を発出 

⇒「強い財政をつくる」「強い組織をつくる」「輝く未来をつくる」ため、ゼロベースからの見直しに着手 

●平成２８年（２０１６）６月 高槻市は「みらい創生審議会」を設置 
                          ⇒高槻市の進むべき方向性等について議論 

●平成２８年（２０１６）12 月  
審議会から「『みらいのための経営革新』に向けた骨太方針について」を答申 

⇒「みらい創生」の視点で「今何をすべきか」の観点 

●平成２９年（２０１７）９月  
高槻市は「『みらいのための経営革新』に向けた改革方針」を策定 

⇒未来志向の改革を推進 

H２8 
年度 

 
20 年、30 年後の 

輝く未来へ 

R1 

(H31) 

改 革 方 針 に 基 づ く 取 組 を 推 進 

１ 
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（3）経営革新に向けた改革の方向性 

本市では、今後、厳しい財政状況が想定されることから、持続可能な行財政運営を進める必要

がある。そのため、改革方針では、改革のコンセプトとして基本的なテーマ・留意すべき考え方を

設定している。 

「みらい創生」に向けて改革を断行し、財政面の充実を図るとともに、まちの魅力・評価を高め

る取組を推進することにより持続的な成長につなげていくこととしている。 

 

 

 

●人口減少による市税収入の減少 

●超高齢化による社会保障費の増大 

●老朽化が進む公共施設の維持・更新に係る莫大な費用負担 など 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

      

   

 
 

 

 

基本 

テーマ 

市民が健康で活き活きと暮らす 

誰もが住みやすい高槻市を目指す 

「強い財政」、「強い組織」を実現し 

市民と協働した「輝く未来」をつくる 

４つの考え方 

［１］未来志向の魅力あるまちづくり 

 ［２］事業自体の必要性、公民の役割の検証 

［３］生産性の向上 

［４］相対的な世代間バランスの調整 

これからの本市の財政状況 

６つの具体的方向 3 つの改革項目 

①医療の充実や健康寿命の延伸など、健康増進に積極的な都市 

②子育て支援や教育の充実など、次世代への投資に積極的な都市 

③安全・安心の向上に積極的な都市 

④情報の開示や市民等との協働に積極的な都市 

⑤歴史、文化、自然等を活用した観光の振興に積極的な都市 

⑥交通の至便性等の立地を生かし、産業の振興に積極的な都市 
外郭団体改革 

「みらい創生」に必要な財源の確保 

健全財政の維持 

まちとしての魅力・評価を高め、 

持続的な成長につなげる 

目標 

(１)歳入改革  

(2)歳出改革  

(3)公営企業・  
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    「みらいのための経営革新」に向けた改革の成果 

（令和元年度～令和 3 年度を中心に） 
 

改革方針においては、未来志向の魅力あるまちづくりを実現するためには、まずは財政面の充

実を図るための改革が最も重要とし、「歳入改革」「歳出改革」「公営企業・外郭団体改革」に分け

て改革の方向性を示しており、職員一人一人が次世代への責任感を持って取組を進めてきた。 

直近の 3 か年（令和元年度～令和 3 年度）における財政的成果は、歳入改革による増収、歳出

改革による経費削減、また、公営企業・外郭団体改革の成果を合わせて約４５億円であった。 

なお、改革の取組については、新たな財源の創出や人件費の抑制のように、今後も効果が継続

する取組を積極的に実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆財政状況◆ 38 年連続での黒字決算を維持 市債・積立金残高は北摂においても良好な水準 

 

  

３年間で 

財政効果 

 約４５億円   

を創出 

歳入改革 

（１）新たな財源の創出 

（２）公有財産の処分・活用の推進 

（３）税収の確保・ 

受益者負担の見直し など 

経費 
削減 

増収 

歳出 

改革 

(経費削減) 

歳入 

改革 

(増収) 

歳出改革 

（１）職員人件費の抑制 など 

（２）新たな技術・手法の導入等による 

  コスト削減 

（３）民間活力の導入推進 

公営企業・外郭団体改革 

公営・外郭 

統廃合・経営効率化 など 

財産処分・寄付

などを除く効果

は今後も継続 

２ 
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7,740 9,867

22,573
23,793 22,1360.8億 1億

2億
2.6億 2.4億

平成29年度

(2017)

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和３年度

(2021)

売電量（MWｈ：メガワットアワー） 売電額（円）

（１）歳入改革              効果額計 約２９億 2,100 万円 

 
〔ⅰ〕新たな財源の創出 効果額 約１４億 6,900 万円 

 

❶エネルギーセンターへの高効率ごみ発電の導入による売電収入の増 

ごみ焼却時に発生する熱エネルギーを活用して発電 

 

■ごみ発電による売電量 

令和元年度に第三工場が稼働し 
売電量が大幅増 

 

 

  

 

  

 

 

 

 

❷安満遺跡公園・高槻城公園芸術文化劇場の整備、本市への関西将棋会館の移転に向けた

寄附金募集 

❸ネーミングライツ（命名権）の積極的な活用による維持管理費の創出 

〔活用施設〕 安満遺跡公園、高槻城公園芸術文化劇場※ 

❹ふるさと納税制度の充実・PR による寄附金の増 

 

■ふるさと寄附金の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

0.6 億 0.6 億
0.5 億

1.1 億
1.8 億

0.7 億

1.5 億

7.4 億

26 件 192 件

1,111 件

2,345 件

3,743 件

1,124 件
1,467 件

8,129 件

平成26年度

(2014)

平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

(2021)

金額（円） 件数

※収入は令和５年３月の開館以降 

のため効果額には含んでいない。 
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〔ⅱ〕公有財産の処分・活用の推進 効果額 約 11 億 9,200 万円 

 

❶用地の処分・活用 など 

〔主な取組〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

❷安満遺跡公園内への民間施設誘致による使用料収入の確保 

 

 

〔ⅲ〕税収の確保・受益者負担の見直し など 効果額 約 2 億 6,000 万円 

 

❶納税指導の徹底等による税収の確保 

 

■市町村税徴収率の推移 

高い徴収率を維持 

 

❷企業誘致による税収の増 など 

 

 

 

施設名 実績 

保育所・幼稚園（５施設） 民間活用による認定こども園化 

旧衛生事業所 事業用地として売却 

高槻駅北自転車駐車場 ホテル事業用地として貸付 

弁天駐車場 夜間休日応急診療所の移転先として活用 

（資料）総務省・大阪府ＨＰを基に作成 

98.8%
99.1%

99.3% 99.4%

98.4%

97.4%
97.9%

98.2% 98.4%

97.4%

3位
2位

1位 1位

8位

平成28年度

(2016)

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和２年度

(2020)

高槻市 大阪府 中核市順位

 
新型コロナウイルス

特例により、市税の

徴収を猶予 
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2,538 人
2,520人

2,487人
2,471人

2,446人

平成29年度

(2017)

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

(2021)
正規職員数

（２）歳出改革              効果額計 約 12 億 6,700 万円

 
〔ⅰ〕職員人件費の抑制 など                   効果額 約 3 億円 

 

❶働き方改革に向けた業務効率化等による時間外勤務の削減 

 

〔時間外勤務時間総数（一般職級）〕                                    

 

 

❷保育士や学校校務員の体制等の見直し 

❸職員の意欲や能力をさらに高めるための人事諸制度の見直し など 

 

■職員数の推移 

最適な人員配置 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

  

  

  

  

年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 

時間数 312,200 364,200 315,800 283,300 290,600 

平成２８年度

比較 
▲23,600 28,400 ▲20,000 ▲52,500 ▲42,500 

1,080 人
1,068人

1,052人

1,016人
992人

平成29年度

(2017)

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

(2021)
非常勤職員数

（単位：時間） 
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〔ⅱ〕新たな技術・手法の導入等によるコスト削減    効果額 約 7 億 3,000 万円 
 

❶価格と環境負荷に配慮した電気・ガスの調達による公共施設の光熱水費の削減 

❷街路灯の LED 化による維持管理費（光熱費等）の削減 

 

■市管理街路灯の LED 化率の推移 

 

❸エネルギーセンターへの高効率ごみ発電の導入による電力購入額の削減 など 

 

 

 
〔ⅲ〕民間活力の導入推進               効果額 約 2 億 3,700 万円 

 

❶保育所・幼稚園の認定こども園化（民営化）による運営経費の削減 

❷庁舎空調・照明機器の ESCO 事業での更新による費用・光熱水費の削減 

エネルギー省力化を伴う施設の改修経費を光熱水費の削減分で補う事業 

❸市営住宅建替事業への PFI 制度導入 

民間の資金やノウハウを活用し、公共施設等の建設や運営等を行う制度 

❹総合スポーツセンター、萩谷総合公園、古曽部防災公園等の公募による指定管理者の選定 

   ※❸は中長期事業のため、❹は令和 4 年度以降のため効果額には含んでいない。 

  

26,273 灯
26,411 灯

26,055 灯 26,098 灯

49.9%

66.8%

84.5%

94.8%

平成30年度

(2018)

令和元年度 令和2年度 令和3年度

(2021)

街路灯管理数 街路灯LED化率
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（３）公営企業・外郭団体改革        効果額計 約 2 億 8,700 万円 

 

❶市営バス車内外や待合所施設等に係る広告料、グッズ販売等雑収益 

❷市営バス生産性向上の取組による人件費削減 

（ダイヤの改正や乗務員の労働条件の見直しなど） 

❸水洗化率の向上による下水道使用料収入の増収 

❹社会福祉協議会と社会福祉事業団の事業統合（令和３年度から） 

❺文化振興事業団とみどりとスポーツ振興事業団の統廃合（令和４年度から） 

※❺は令和 4 年度以降のため効果額には含んでいない。 

 

■外郭団体数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

  

～ 

平成19年度

(2007)

令和2年度 令和4年度 令和6年度

(2024)

組織の統廃合と業務のスリム化 

１１団体 

9 団体 

8 団体 7 団体 
（予定） 

～ 
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（資料）大阪府提供資料を基に作成 

「みらいのための経営革新」に向けたまちづくりの成果 

 

改革方針では、縮小均衡の改革にとどまることなく、未来志向の改革を目指すとし、「住みやす

いまち」、「訪れたいまち」としての魅力・評価を高め、持続的な成長につなげていくための６つの

具体的方向を定め、取組を推進している。 

また、財政面の充実を図るとともに、未来志向のまちづくりを推進してきたことにより、本市の魅

力が高まり、近年、若い世代の社会増が見られるなど居住地としての評価も高まっている。 

 

 

（１）医療の充実や健康寿命の延伸など、健康増進に積極的な都市 

❶健康寿命の延伸 

 

■健康寿命の推移 

男女共に府内１位（令和元年） ※１３万人以上の自治体 

 

※健康寿命：平均寿命から不健康な期間（要介護２～５）を差し引いた期間 

※健康寿命は、市町村の人口規模に応じ４つの区分で算出される 

  人口区分（1.2 万人未満、1.2～4.7 万人、4.7～13 万人、13 万人以上） 

 

 

 

 

84.5 歳

85.3 歳

85.1 歳

86.1 歳

平成28年

(2016)

平成29年 平成30年 令和元年

(2019)

女性

３ 

80.6 歳

81.2 歳 81.2 歳

82.0 歳

平成28年

(2016)

平成29年 平成30年 令和元年

(2019)

男性
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9.8 %
7.6 %

6.6 %

23.6 %

16.0 %

4.1 % 4.7 % 4.2 %

15.3 %

13.2 %

肺がん 大腸がん 胃がん 子宮頸がん 乳がん

高槻市 大阪府

※令和３～５年度の月額 

（資料）大阪府内の第 1 号被保険者の保険料基準額一覧を基に作成 

※がん種類別 令和 2 年度比較 

❷介護保険料の抑制 

 

■府内政令市・中核市の介護保険料 

府内政令市・中核市で最も低額 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❸がん検診を無料化 

 

■がん検診受診率の割合 

全種別で大阪府平均を上回る受診率 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

❹健幸ポイント事業※１（年間約 5,100 人が参加）、 

ますます元気体操※２・もてもて筋力アップ体操※３ 

（年間約 7,１00 人が参加）などの取組  （共に令和 3 年度） 

 

※１ 健康や生涯学習に関するイベントへの参加でポイントが付与される事業 

※２ 高齢者の介護予防を目的とする健康体操 

※３ 「もっと手軽に、もっと手堅く」体力向上することを目的とする体操 

 

5,600円

A市

5,902円

B市

5,980円

C市

6,367円

D市

6,390円

E市

6,556円

F市

6,790円

G市

7,029円

H市

8,094円

府下平均

6,826円高槻市 
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※令和４年４月２５日時点 

❺中学 2 年生を対象に無料でピロリ菌検査・除去の実施 全国初 

日本で最も多く発症するがんが胃がんであり、ピロリ菌を除菌することで 

胃がんの発症を大幅に減らすことができるとされている 

 

❻高い救急車両の管内搬送率 

 

■傷病者の管内搬送率の推移 

全国的にも高い管内搬送率 

 

 

❼新型コロナワクチン接種率 

 

■ワクチン接種率の比較 

全国・大阪府平均を上回る接種率 

 

 

 

 

 

  

97.5% 97.3% 97.3% 97.5% 96.9% 96.4%

平成28年

(2016)

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

(2021)

79.7 %

73.1 %

76.2 %

高槻市 大阪府 全国

79.2 %

72.5 %

75.4 %

高槻市 大阪府 全国

51.2 %

45.0 %

50.8 %

高槻市 大阪府 全国

＜１回目＞ ＜２回目＞ ＜３回目＞ 
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（2）子育て支援や教育の充実など、次世代への投資に積極的な都市 

❶新たな就学前児童の拠点として「子ども未来館」開館（平成３１年３月） 

❷保育所等定員を拡大 

 

■保育施設数・定員数の推移 

平成 22 年度から約１．４倍の 2,101 人増 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❸5 歳児への幼児教育・保育無償化（平成 30 年度から） 国に先駆けて実施 

 

❹子ども医療費助成を１８歳まで拡大（令和２年４月から） 

 

■子ども医療費助成の状況 

市独自に１８歳まで拡大し、所得制限を撤廃 

 

 

 

 

 

 

 

❺妊婦健診の費用を 12 万円分まで助成 全国トップクラス 

❻不妊・不育症治療に対し、所得制限なしで治療費を補助 府内初 

高槻市 
 

 

大阪府 小学校入学まで ← 所得制限あり 

6 歳 １８歳 

１８歳まで 所得制限なし 

ｃ 

53
56

59 60
63

76
80

85
88

99 108 108

4,595人
4,799人

5,028人 5,112人
5,292人

5,759人 5,872人
6,064人 6,123人

6,474人
6,655人 6,696人

平成22年度

(2010)

平成23年度平成24年度平成25年度平成26年度平成27年度平成28年度平成29年度平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

(2021)

保育施設数（か所） 定員数

平成２６年度から待機児童ゼロを継続 

待機児童数 

166 人 
134 人 

70 人 
55 人 

0 人 
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❼小学校全学年で 35 人編制の少人数学級化（平成 25 年度から） 府内初 

⇒中学校全学年でも実施（令和 4 年度は 1 年生のみ、令和 5 年度から全学年） 

 

■３５人学級編制の状況 

小学校は平成２５年度から、中学校は令和５年度から、全学年で実施 
                     

❽中学校全校において給食を開始（平成 26 年度から） 

⇒中学校の給食費無償化（令和 4 年度から） 府内初※ ※一時的な措置ではなく通年事業として 

生徒 1 人当たり 3 年間で約１５万円を市独自支援 

❾全校での連携型小中一貫教育実施 ⇒大阪府や全国の平均値を上回る学力を維持 

中学校区単位で小・中学校が連携し、義務教育 9 年間を通して児童生徒を育てる 

❿児童生徒 1 人 1 台タブレット端末の整備を実現（令和 2 年度） 

 

■子育て・教育施策の主な取組（平成 24 年度以降） 

 

 

 

  

高槻市 小１ 小２ 小３ 小４ 小５ 小６ 中１ 中２ 中３  

大阪府 小１ 小２     
←平成１８年度から小１で導入 

平成１９年度に府内全域で小２まで実施 

国 小１      
←平成２３年度から小１で実施 

令和３から７年度に段階的に小６まで実施 

●特定不妊治療費助成の所得制限撤廃 

●不育症治療費を助成 

●小学校全学年で 35 人学級編制を実施 

●妊婦健診費用を 12 万円分まで助成 

●中学校全校で給食を開始 

●子ども医療費助成を拡大（15 歳まで） 
 

 

●全校での連携型小中一貫教育を実施 

●小学校卒業までの子どもに対するインフルエンザ予防接種費用の一部を助成 

●子育て世代包括支援センター事業を実施 

●民間学童保育室への助成を開始 

●「子ども未来館」開館 

●5 歳児への幼児教育・保育の無償化 

●妊婦特別運賃制度「こうのとりパス」を運用開始 
 

 

●児童生徒 1 人 1 台タブレット端末を整備 

●子ども医療費助成を拡大（１８歳まで） 

●送迎保育ステーション事業を実施 

●特定不妊治療に対する助成拡充（国に先立ち） 

●中学校 1 年生で 35 人学級編制を実施（令和 5 年度から全学年） 

●中学校の給食費無償化 

●「（仮称）かるがもパス」（乳児の保護者等への運賃割引）を運用開始予定 

 

平
成
24
年
度
～
27
年
度 

平
成
28
年
度
～
30
年
度 

令
和
元
年
度
～ 
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（資料）警察庁「令和２年の刑法犯に関する統計資料」及び市保有データを基に作成 

（3）安全・安心の向上に積極的な都市 

❶防災訓練の実施（平成２５年から毎年実施） 

⇒市内を４地域に分け、地域順に実施。市全域で実施する大防災訓練は５年に一度実施 

（過去に２度実施）し、合計約 3 万人が参加  ※次回は令和５年１月に実施予定 

❷中心市街地を中心に雨水対策施設の整備 

⇒合計 7 か所で 26,447 ㎥ （２５ｍプール５０杯分）の貯留量 

❸全小中学校の耐震化完了 

❹各種施設の耐震化や民間・公共施設 

ブロック塀の撤去推進 

⇒特に、小中学校のブロック塀は、 

令和 4 年度末に全撤去 

（総延長：約１３km）の見込み 

⇒民間ブロック塀等の撤去工事へ 

最高１００万円まで補助 補助額は 府内 1 位 

❺民間施設の耐震化を推進 

⇒木造住宅の耐震補助実績 府内トップクラス 

⇒分譲マンションの耐震補助の実施 府内５市のみ 

❻JR 高槻駅全ホームに可動式・昇降ホーム柵を導入 

 ⇒JR 西日本東海道本線区間の既存駅で 1 番目 

 

❼全小学校通学路のほか市街地への防犯カメラ設置 

 

■防犯カメラ設置台数および刑法犯認知件数の推移（千人当たり） 

刑法犯認知件数は年々減少 府内トップクラス 

 

597台 630台 665台 682台 707台

7.8件
7.2件

6.5件 5.9件
4.9件

13.8件
12.1件

10.8件
9.6件

7.7件8.0 件
7.3件

6.2件
5.3件

4.1件

平成28年

(2016)

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年 令和3年

(2021)

防犯カメラ設置台数 全国 大阪府 高槻市

１,１２５台 
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（資料）大阪府交通安全協会「大阪の交通白書」を基に作成 

（資料）総務省消防庁「消防白書」を基に作成 

❽ 高槻オリジナル 安全教育副読本の作成（全小中学校に展開） 

❾学校安全の先進的制度セーフティプロモーションスクールの認証取得 

⇒寿栄小学校  国内２５校目 

学校安全（生活・災害・交通）の推進を目的とした中期目標・計画を設定し、その達成のための 

組織整備や評価の共有などが継続されていることが認定された学校  

 

❿交通事故件数 

 

■交通事故件数の推移（千人当たり） 

減少傾向 北摂７市で最も少ない ※令和２年度 

 

⓫火災発生件数 

 

■火災発生件数の推移（一万人当たり） 

全国・大阪府を下回る低水準で推移 

 

 

⓬新型コロナウイルス感染症に対応した市独自支援策の実施  

4.17 件
3.96 件 3.79 件

3.41 件

2.84 件

2.94 件 2.84 件
2.64 件

2.30 件

1.68 件

平成28年

(2016)

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

(2020)
大阪府 高槻市

2.9 件
3.1 件 3.0 件 3.0 件

2.7 件
2.4 件

2.6 件
2.3 件 2.3 件 2.2 件

2.1 件
2.3 件

1.8 件 1.8 件
2.0 件

平成28年

(2016)

平成29年 平成30年 令和元年 令和2年

(2020)
全国 大阪府 高槻市

※全国約 5 万 1 千校（初等中等教育機関） 
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（４）情報の開示や市民等との協働に積極的な都市 

❶本市の魅力や市政情報を更に効果的に情報発信するため、広報誌及びホームページを 

リニューアル（令和 4 年 3 月から 4 月にかけて） 

 

■ホームページアクセス数 

  情報発信ツールとして定着 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❷LINE 等の SNS やアプリを活用した効果的な情報発信 

 

■公式 SNS・アプリ等の利用者の推移 

利用者は合計約 14 万人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

66,706 

73,007 

令和元年

(2019)

令和2年 令和3年 令和4年

(2022)

アプリ SNS等

3,016 

2,218 

3,708 

2,724 

4,920 

1位 1位

2位

3位

1位

平成28年度

(2016)

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

(2020)

トップページアクセス数（千） 北摂7市順位
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❸NPO 法人数（１０１法人）、市民公益活動サポートセンター※の登録団体数（１９６団体） 

 

⇒市民公益活動サポートセンターの登録団体数は、平成２８年度（１５８団体）から、 

２割以上増加 

※ボランティアや NPO など市民の自主的な社会貢献活動を 

行うための拠点施設 

 

❹商工会議所を始めとする企業等との連携協定締結を推進 
 

〔締結した連携協定（一部抜粋）〕 
 
 
 
 
 

 

 

 
そのほか、市民の健康増進等に関する連携協定や災害時の相互応援協定など、多数あり 

 

❺市民・団体との協働事業（高槻まつりなど、市が後援・共催する事業など）を推進 

 

■市と市民・団体との協働事業件数の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

相手方 名称 

商工会議所及び㈱池田泉州銀行 産業振興連携協定 

西日本旅客鉄道㈱ まちづくり連携協定 

(公社)日本将棋連盟 包括連携協定  

㈱明治 包括連携協定 

（共に令和３年度） 

447件
506件

470件
503件

287件

平成28年度

(2016)

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

(2020)

新型コロナウイルス 

による影響 
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（５）歴史、文化、自然等を活用した観光の振興に積極的な都市 

❶安満遺跡公園の整備（令和 3 年 3 月全面開園） 

⇒弥生集落の３要素（居住域・生産域・墓域）が全てそろう史跡公園として保存・整備 全国唯一 

 

■観光入込客数（主要観光施設利用者数）の推移 

 

❷将棋振興の推進（タイトル戦誘致・関西将棋会館の移転支援・子ども将棋教室の運営支援等）  

⇒日本将棋連盟との包括連携協定の締結 自治体初 

❸先駆的なプロモーション（メディアや SNS の活用、 

JR 大阪駅や京都駅で本市独自の PR イベント）を推進 

 

❹体験交流型観光プログラム「オープンたかつき」の取組を推進 

ただ「見る」のではく、地元の人と交流し「体験」することで新たな良さを発見する観光のスタイル 

 

■オープンたかつき参加者の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

941,442 人

1,391,541 人

平成29年度

(2017)

令和元年度 令和3年度

(2021)

 
平成３１年３月 
安満遺跡公園 

一次開園 

令和３年３月 
安満遺跡公園 

全面開園 

1,978 人
5,360 人

8,902 人
12,502 人

15,149 人

46,683 人

平成28年度

(2016)

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

(2021)
参加人数（累積）
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（資料）JR 西日本提供データを基に作成 

※７～１９時の自動車類交通量 

（平日：平成３０年１０月１１日、令和３年１１月１６日 休日：平成３０年１１月４日、令和３年１１月２１日） 

（６）交通の至便性等の立地を生かし、産業の振興に積極的な都市 

❶高槻ジャンクション・インターチェンジの供用開始（平成２９年 12 月） 

⇒新名神と名神高速道路のどちらにもアクセス可能 

 

 

 

■インターチェンジ利用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❷JR 高槻駅に特急「はるか」（平成２８年から）、 

特急「サンダーバード」（平成２９年から）の停車を実現 

❸JR 高槻駅ホーム新設（平成２８年） 

 

■1 日当たりの平均乗降者数（JR 高槻駅） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❹中心市街地の無電柱化の推進 

❺社宅等整備に対する支援 府内初 

3,206 台

4,282 台

2,764 台

3,929 台

平成30年

(2018)

令和3年

(2021)

アウト イン

＜平日＞ ＜休日＞ 

3,128 台

3,909 台

2,834 台

3,616 台

平成30年

(2018)

令和3年

(2021)

アウト イン

127,670 人

129,110 人

129,888 人

129,758 人

102,936 人

平成28年度

(2016)

平成29年度 平成30年度 令和元年度 令和2年度

(2020)

新型コロナウイルス 

による影響 
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（７）その他 －人口動向など－ 

❶人口社会増 

⇒子育て世代が増加 

 

■人口動向 

○増減率の推移（平成 29 年比） 

 

 

○社会増減 －転入と転出の差－ 

転入が転出を上回り、子育て世代が増加 

大阪府 -0.18 %

-0.49 %

-0.77 %

-0.88 %

-0.24 %

-0.55 %

-0.78 %

-1.09 %

-0.18 %

-0.40 %

-0.66 %

-0.94 %

平成30年

(2018)

令和元年

1

令和2年

1

令和3年

(2021)

高槻市 大阪府（大阪市・堺市を除く） 国

（資料）総務省統計局資料「人口推計（月報）」及び大阪府資料「大阪府の住民基本台帳人口」を基に作成 

高槻市 

-324 人

-211 人

367 人

155 人

平成30年

(2018)

令和元年 令和2年 令和3年

(2021)

（資料）「住民基本台帳人口移動報告」（総務省統計局）を基に作成 

【総数】 

102 人
80 人

217 人 217 人

19 人

-47 人

247 人 239 人

平成30年

(2018)

令和元年 令和2年 令和3年

(2021)

～10代 20代 30代

40代 50代 60代～

特に、子ども 

・30 代が 

増加傾向 

【年代別】 
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（資料）SUUMO 住みたい街ランキング 2022 関西版 

❷市民意識調査 

 

■本市を居住地として評価し、今後も住み続けたいと思う市民の割合 

増加傾向 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

❸その他、交流人口・定住人口増加に向けた施策の推進 

○コンビニエンスストアでの各種証明書交付サービスを開始 

○パスポートセンター開設 関西初 

○市税及び国民健康保険料のキャッシュレス決済を導入 

○3 世代ファミリー定住支援補助金※で 3 世代同居・近居を支援 府内初 

  ⇒市外からの市内転入者数 2,332 人（平成２５年度～令和４年１月） 

※市外に住んでいる子育て世帯が市内で住んでいる親世帯と新たに同居・近居するための 

住宅購入・リフォーム費用の一部を助成する制度 

 

参考  － 住みたい街・自治体ランキング 関西圏（２府４県） － 
 

■住みたい街（駅）ランキング          ■住みたい自治体ランキング 

大きくランクアップ             総合 11 位 

夫婦＋子ども世帯では過去最高の７位 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

76.1%

77.5%
79.7%

81.5%

83.2%

平成29年度

(2017)

平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

(2021)

●「『高槻市みらいのための経営革新』に向けた改革方針」を策定 

22 
21 

23 

高槻市

14位

令 和 元 年

( 201 9) 令 和 2年 令 和 3年

令 和 4年

( 2022)

17 

12 

13 

高槻市

１１位

令 和 元 年

( 201 9) 令 和 2年 令 和 3年

令 和 4年

( 2022)

（資料）市民意識調査を基に作成 
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未来志向の魅力あるまちづくりに向けて 

 

「みらいのための経営革新」に向けたまちづくりは、20 年後、30 年後を見据え、着実に進めら

れている。 

「みらい創生」の実現に向けて、交流人口の拡大や企業誘致による産業の活性化、定住人口の

増加などをより一層推進していくため、今後のまちづくりの方向性について提言する。 

 

（１）立地の優位性をいかしたまちづくりの推進 

本市は大阪と京都の中間、関西のほぼ中央に位置し、鉄道や市営バスに加え、高槻ジャンクシ

ョン・インターチェンジの開通により充実した交通ネットワークを形成している。 

今後、新名神高速道路（高槻以東区間）の全線開通により、本市へのアクセス性が更に向上す

ることが見込まれており、この抜群の立地条件を活用した取組を推進していく必要がある。 

 

■優れた交通アクセス 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

大阪・京都へは JR 新快速、

阪急特急で約 15 分！ 新幹線・空港からの

アクセスが抜群！ 

伊丹空港から約４０分 

関空特急「はるか」で、 
関西国際空港から約 70 分 

民間バス事業者による 
近隣市とのネットワーク 

市域を放射状に網羅

する便利な市営バス 

新名神・名神の乗り換えがスムーズ 

高槻ＪＣＴ・IC の開通で、

高速道路も便利！ 

４ 
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（２）市の豊富な資源をいかしたまちづくりの推進 

改革方針に示された市民と行政が協働し「輝く未来」をつくるため、豊富な地域資源と市民力を

いかし、市全体に活力が生まれるよう、取組を推進することが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

商業・居住・文教・福祉等の

機能が集積した複合市街地 
安満遺跡や今城塚古墳、

芥川城跡、高槻城跡など

の歴史資源 

〔写真：いましろ大王の杜〕 

樫田地区の風景 

親水空間 

市民力 

活発な市民主体の活動 

良好な環境 

●豊かな水とみどり 

●多様な都市機能と共存する農地 

●豊富な歴史遺産 

充実した都市機能 

●市街地の良好な住環境 

●充実した医療資源、集積した商業施設、

事業所、工場、大学など 

豊富な地域資源 

市全体の活力 

●市民との協働 

●取組推進 

市民力 

豊富な地域資源 

■推進イメージ 

●文化・スポーツの振興 

●各地域のコミュニティ活動 

●大規模イベント など 
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（３）輝く未来に向けた施策面の充実 

次世代に明るい未来を引き継いでいくため、引き続き、官民が連携しハード・ソフトの両面で効

果的に投資を行い、本市の輝く未来の創造に取り組む必要がある。 

 

■中心市街地におけるまちづくり 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

■今年度以降の主な施策 

 

  

高槻市役所 

阪急高槻市駅 ＪＲ高槻駅 

JR 高槻駅 

南のまちづくり 

JR 高槻駅 

北駅前広場 

芸術文化劇場 

高槻城公園（再整備） 関西将棋会館 

○現在の関西将棋会館（大阪市） 
→令和５年度に移転予定 

○芸術文化劇場 
→令和５年３月開館予定 

○高槻城公園 
→令和５年３月中央エリア開園予定 

○安満遺跡公園 
→令和３年３月全面開園 

○子ども未来館 
→平成３１年３月開館 

安満遺跡公園 

子ども未来館 
夜間休日応急診療所 

救命救急センター

移転 

○夜間休日応急診療所 
→令和５年４月に移転予定 

○救命救急センター 
→令和４年７月に三次救急 

機能を大阪医科薬科大学 

病院に移転 

○JR 高槻駅北駅前広場 
→令和４年度末に工事完了予定 

○JR 高槻駅南の再整備 
→地権者等で構成される 

まちづくりの方向性等 

検討会において検討 

○出産後間もない産婦の健診費用の新たな助成 

〔令和４年度～〕 

○中学校での３５人学級編制の実施〔令和４年度 

から 1 年生で、令和５年度から全学年で実施〕 

○中学校給食費の無償化〔令和４年度～〕 

○電子図書館の導入〔令和４年度～〕 

○「（仮称）福祉ヴィレッジ」の整備の検討 

○中学校区でのコミュニティ・スクール導入の推進 

○「（仮称）市民防災協議会」の発足支援など、 

防災面で関係団体等との連携強化 

○行政手続きのオンライン化の推進 
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（４）おわりに 

 

本市はこれまで、改革方針で示された「市民が健康で活き活きと暮らすことができ、誰もが住み

やすいと思える高槻市」の実現に向け、改革を実行するとともに、医療、福祉、文化、にぎわい、子

育て支援、教育など、様々な分野において将来を見据えた投資を行い、魅力あるまちづくりを推

進していることは大いに評価できる。 

改革方針で掲げた改革項目については、公有財産の利活用の推進、新たな財源の創出、定住

人口増加に向けた子育て支援・教育環境の充実、民間活用の推進、外郭団体の統合・廃止など多

くの項目で成果を上げている。一方、施設使用料や補助金事業の全庁的な検証・見直しなど、今

後も継続した取組が必要な項目もあるため、この間の実績を踏まえた検証を行い、今後の取組に

反映させていくことが重要である。 

また、改革方針策定の翌年（平成３０年）に発生した大阪府北部地震及び台風第２１号、ここ数

年の新型コロナウイルス感染症の流行、急速なデジタル化社会の進展など、この間の本市を取り

巻く状況は著しく変化している。 

「みらい創生」の実現に向けては、これら社会環境等の変化を適切に捉え、今後の少子高齢化

の進行による人口減少など、将来想定される課題にも対応した行政運営が必要である。 

また、改革に関する情報は積極的に開示し、本市の目指す未来の姿を市民に示し、理解を深め

ながらまちづくりを進められたい。 

今回の取りまとめを踏まえ、引き続き、未来志向の改革を実践し、積極的かつ大胆に取り組ま

れることを期待する。 

 


